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個人情報のオンライン結合による提供について（答申） 
 平成１７年１月１３日付け県情公第５１号で諮問のありましたこのことについては，別

紙のとおりです。 
 なお，本件答申に係るオンライン結合による提供については，個人の権利利益の保護と

公益等との調整を図る観点から，例外的に認めるものであり，個別の事案が類型化された

事項に該当するかどうかについては，慎重に検討の上，判断するよう意見を付すものです。 



（答申甲第 18 号） 

 
審査会の判断 

  次の表中の「類型」の欄に記載した事務に該当するものに係るオンライン結合による

個人情報の提供については，「提供の理由又は必要性等」の欄に記載した理由等により適

当と認めます。 
 

類  型 提供の理由又は必要性等 

 全国一律で処理することとされ

ている事務でのオンライン結合に

よる個人情報の提供であって次に

掲げる要件を満たすもの 

１ 県民サービスの向上，住民負

担の軽減，事務の効率化又は迅

速性が要請されるものであるな

どの公益上の必要性が認められ

ること。 

２ 提供先が国，独立行政法人等，

他の地方公共団体，地方独立行

政法人又は当該事務を法令等の

定めに基づき行うこととされる

団体であること。 

３ 提供する個人情報の内容が，

当該事務の目的を達成するため

に必要な範囲内であること。 

４ 個人情報の改ざん，紛失，き

損，漏洩等の危険が生じないよ

う実施機関及び提供先において

セキュリティ対策その他の個人

情報の安全管理のために必要か

つ適切な措置が講じられている

こと。 

１ 高度情報通信化社会の進展に伴い，これま

での紙，磁気テープ媒体，電子メール等によ

る送付といった事務処理から，オンライン結

合による情報処理へと進んでいる。 

２ 行政の事務で全国一律で正確かつ迅速に情

報を処理することが求められるものについて

は，オンライン結合による情報の提供によっ

て，住民サービスの向上，住民の負担軽減，

行政事務の効率化及び迅速化等といった効果

が認められる。 

３ オンライン結合により個人情報を提供する

場合には，個人情報保護に万全を期すために，

安全管理の対策が講じられている。 

４ 個人情報の提供に当たっては，利用目的の

範囲内であることなどの一定の制限がある。

５ 全国一律で処理することとされている事務

で個人情報を提供する方法として，オンライ

ンによる結合は，不合理なものではない。 
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